
 
（平成２４～２５年度支援） 

原状回復事業事例：静岡県沼津市中間処分場事案 

事 案 の 類 型 中間処理業者による隣地（裏山）への保管、埋立 

事 案 の 場 所 静岡県沼津市 

行 為 者 

静岡県沼津市 Ａ社   代表者取締役Ｂ 

静岡県沼津市 Ａ社   取締役Ｃ 

静岡県沼津市 Ａ社   従業員Ｄ 

静岡県沼津市 Ａ社   従業員Ｅ 

静岡県沼津市 Ｆ社   実質的経営者Ｇ 

規 模 及 び 種 類 

投棄面積； － ｍ２  

投棄量；約２３０，０００ｍ３ （土砂を含み約５３０，０００ｍ３） 

廃プラスチック類、木くず、その他 

支 障 の お そ れ 
斜面の崩落、有害ガス・悪臭・火災の発生のおそれがある。 

対 策 工 の 概 要 
整形・覆土、排水工、表面緑化等により、法面の崩落を防止する。また、

ガス抜き管の設置により有害ガス対策を行う。 

除去した廃棄物

の 種 類 及 び 量 
排出・処分量 １３，６００ｔ 

代 執 行 費 用 ６６３，９０８，０００円 

支援した資金額 ３００，５００，０００円 

 

代執行前 



【事案概要】 

Ｂは、平成４年に産業廃棄物処分業（焼却）の許可を取得し、その後、法人化しＡ社の役

員として事業を営んできた。 

Ａ社は、平成１０年９月に停止命令、同年１２月改善命令の処分を受け、翌年に改善命令

は履行された。その後、平成１２年頃から隣地で不法投棄等を始めているとの住民から情報

が寄せられ、県は平成１３年１月と３月に掘り起こし調査を実施したが廃棄物は確認できな

かった。不法投棄の疑いを警察に情報提供し、平成１６年１１月にＢは不法投棄の現行犯と

して警察に逮捕され懲役刑に処せられ、Ａ社は平成１６年１２月に産業廃棄物に係る許可取

消処分を受けた。 

県は、平成１８年度に A 社からマニフェスト約３万２千枚を調査し、排出事業者、収集運

搬業者に対するヒアリングを実施、翌年度には県と市の連携を図る「沼津市愛鷹山麓不法投

棄対策委員会」を設置、平成２２年３月には廃棄物や地盤工学の専門家を委員とする「愛鷹

山麓産業廃棄物不法投棄支障評価・対策検討委員会」を設置した。 

県は、平成２３年９月にＢ、Ｃ、Ｄ、Ｅの４人に対し、１０月にＧに対して措置命令を発

出したが是正措置が取られなかったため、平成２５年１月から支障の除去（行政代執行）を

行った。 

代執行費用は行為者へ求償するが、行為者の資力を勘案して排出事業者に対し、協力金の

拠出を求めている。 

 

 

 

代執行後 


